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ア メ リカ連 邦 制 と分 権 改 革 再 考

『1996年福祉改革法』以後の展開をふまえて一

安 岡 正 晴

1.テ ロ リズム とフ ェデラ リズム(連 邦制)

アメ リカ合衆国はその圧倒的な政治軍事的,経 済的影響力により 「強い国

家」 として捉えられがちであるが,合 衆国憲法はヨーロッパ型の絶対王政に

対する反省から,中 央政府の権力を 「抑制と均衡」のメカニズムにより,で

きる限り牽制することを企図 してきた。

20世紀にはアメ リカの世界政治経済における役割や連邦政府のアメ リカ国

内経済に対す る役割は,合 衆国憲法が制定された18世紀とは比較にならない

ほど飛躍的に拡大 したが,憲 法 に規定されている制度的枠組がアメリカ連邦

政府の行動を今 日でも大 きく制約する要因となっている。

合衆国憲法の一つの特徴は,厳 格な三権分立制と連邦制による,国 内にお

ける 「弱い」中央政府 と外交における強い大統領権限の存在を並存させてい

ることである'。合衆国憲法 は,大 統領を国軍の最高司令官とし,ま た外交

関係を処理する主たる責任を課 しているため,外 交軍事における大統領の権

限は特に強いものとなっている。例えば1950年 にハ リー ・トルーマン大統領

は連邦議会による宣戦布告を得ないままに合衆国軍を朝鮮半島に派遣 した。

1958年 には ドワイ ト・アイゼンハワー大統領が連邦議会の同意を得ずに中東

に軍隊を派遣 し,1962年 にはジョン・F・ケネディ大統領が東南 アジアに軍

事顧問団を派遣,1965年 か ら68年にかけて リンドン・ジョンソン大統領はイ

ンドシナ半島への派兵を増強 し,ド ミニカにも派兵 した。ベ トナム戦争の反

省か ら1973年 には戦争権限法が制定 され,大 統領が議会の個別的な同意なし

で合衆国軍を派遣する権限は制約されることとなったが2,ロ ナル ド・レー

ガン大統領は世論調査での高い支持率を背景にしば しば戦争権限法を拡大解

釈 し,ま た1980年 代以降の国際テロ リズムの活発化により,大 統領に広範な
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権 限 を与え ることへ の議会や世論 の支持が 強ま る結 果 とな った。2001年9月

11日 の同時多発 テロ事件 は,こ うした80年 代以 降の傾 向を さ らに強化 し,大

統領 によ り広範 な戦争権限 を与 え ることへ の同意 を示 して きた といえ る。

テロ リズムと連邦制 の関係 につ いて,保 守派 と リベ ラル派 は,そ れぞれの

思想的背景 は異 なる もののある共通 した見方 を示 してい る。 例えば アメ リカ

保守連合 のコラムニス ト,ド ナル ド・デバイ ンは,9月11日 の 事件以降の変

化 を次 の よ うな文 脈で歓迎 して いる3。FBIと 連 邦 司法省 は国際 テロ リズム

と対抗 す るために優 先順位 を変更 しは じめて いる。 っま りFBIと 司法 省 はテ

ロ対策 を優先 し,銀 行強盗対策 な どは州 や地方 政府 に任 せ るべ きと して きて

いる とい う。従 ってテ ロ対策 が必 ず しも集権化 にっなが らず,む しろ本来 の

連邦制 のあ り方 の再生 にっなが るのだ とい う。 他方,リ ベ ラル派 の意見 と し

ては,テ キサス大学 ロースクールのアーネ ス ト ・ヤ ング教授 は,9月20日 の

ジ ョー ジ ・W・ ブ ッシ ュ大 統領 の ス ピーチ の際 に,ル ドル フ ・ジュ リアー

二(RudolphGiuliani)ニ ュー ヨー ク市長や ジ ョージ ・パ タキ(GeorgeE .

Pataki)ニ ュー ヨーク州知事 の方が よ り注 目され た ことを例 にあげなが ら,

一 見
,連 邦政府 が突 出 しがちな今 回の事件 につ いて も引 き続 き,連 邦 一州 一

地方政府 間のバ ランス と協力 が必 要な ことを指摘 して いる。例え ば ビル ・ク

リン トン前大統領 もブッシュ現大 統領 も知事職 を足掛か りに大統領 とな った

よ うに,今 日では州 は連邦政 治への ステ ップとなって しまっている観が ある

が,ニ ュー ヨー ク ・テ ロ時の被害者救済や復旧活動 にお けるニュー ヨーク市

警 や消 防署 の活躍 に見 られ るようにもっと も市民 に近 く市民 ニーズに対応 で

きる州 ・地方政府 の重要性が高 ま って いるのだ と主張 してい る4。 現在 の連

邦 最高 裁 は,保 守 派 と して知 られ る ウィ リアム ・レー ンキス ト(William

H,Rehnquist)が 首 席判 事を務 めてい るが,こ の レー ンキ ス ト・コー トの

下で は,例 えば空港 警備 を連 邦管轄下 にお くことや対 テ ロ対策 に州 や地方政

府の協 力を強制 す るような立法が合憲 とされ る可能性が高 い。実際,地 方政

府の側 もテロ事件発生の36時 間後に全米市長会(会 長マーク ・モ リアル ・ニュー

オ ー リンズ市長)が 空港の乗客検査を連邦政府 の管轄下 にお くよ うに要求 し
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て いる5。 しか し合衆国憲法本来 の立場 に立 ち返 ると,権 利 章典が不必要 だ

と考え られたの は,三 権分立 と連邦制 とが,個 人 の諸権利 が連邦政府 によ っ

て侵害 されないようにす るセーフガー ドと して働 くと考 え られたか らである。

あ る州の住民が州の政治体制 に不満で あ った場合,そ の州 か ら自分 の政治 ・

政 策信 条 に近い州 に引 っ越す ことで,全 国政府 に対 する自分 の政策 ス タンス

を投票 によ り意 思表 明で きるというのが アメ リカ連邦制 の根幹 であ った。 そ

うした連邦制の文脈 において この二人 の論者 は,安 易 なFBI権 限 の拡張 に反

対 し,む しろテ ロ危 機のよ うな時代 にこそ連邦 と州 一地方政府 が本来 の役割

分担 をすべ きであ り,そ の方が テロ対策 にも効果的で ある としてい る点 が興

味深 い。

ジ ョー ジ ・W・ ブッシュ大 統領 は,テ キサ ス州知事 の経験 を生か して,教

育 に市場原理 を導入 し,バ ウチ ャー制学校や チ ャータースクールの推進 を大

統領選 挙戦 において も政策 の一 っの柱 と して きた6。 しか し2001年9月 の同

時多発 テ ロ事件以降 は,ブ ッシュ政権 もアメ リカ国民 も,テ ロ対策や 「本土

防衛 政策homelandsecurity」 の 方 に関心 を移 し,こ う した教育 を始 めと

す る 「分権」改革 も目立 った進展 を見ないで いる。司法 コ ラムニス トと して

定評の ある リンダ ・グ リー ンハ ウスは,ポ ス ト冷戦期の比較 的平穏 な時期 は,

連 邦政府 の役割 も相対 的に軽視 されたが,そ う した 「分権」的 な空気 も9月

11日 の 事件で一掃 されて しまった と指摘 し,「 連邦制論 議 は平時 の贅 沢だ」

とい うウ ォルター ・デ リンジャー元訟 務長 官の言葉を引用 して いる7。

ブ ッ シュ政 権が 連邦 政府 か ら州 政府 や地 方 政府 へ の権 限委 譲(devolu-

tion)に ど の程度 コ ミッ トしてい くか は今後 の展 開を見守 る必要 があ るが,

「本 土防衛政策」 の実施過程 にお いて も連邦 一州 一地方 の権限や役割 分担 や

そ の正当性が常 に議論 しっづ け られる とい う点 で は対 テロ リズム対策 も連邦

制論議 と無関係で はい られないのである8。

2.ア メ リカ連邦制下での分権化 と集権化

表1は,ア メリカ連邦制と,英 連邦のカナダ, オース トラ リアの連邦制,
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表1各 国連邦制の比較

ア メ リカ カナダ オ ース トラ リア ドイ ツ

連邦政府の政体
元首

行政府の長

大統領制

大統領(任 期4年)

大統領(14省 の長

官は大統領 が任命)

立憲君主制

イギ リス国王

首相

(議院内閣制)

立憲君主制

イギリス国王

首相

(議院内閣制)

連邦共和制

大統領(任 期5年)

首相

(議院内閣制)

連邦と州の関係 憲法 で連邦 の権 限

を列挙,残 りは州の

権限

連 邦 と州 の権 限

をそれぞれ列挙,

残 りは連 邦 の 権

限

連 邦 の権 限 を列

挙,残 りは州の権

限

立 法権 は,主 に連

邦 に,執 行権 は州
へと機能的分担

州の政治制度 州知事,議 会 ともに
公選(二 元代表制)。

州 は ネブ ラス カ州

以外二院制。

州 は一院制 で,議
院内閣制。州首相

の 上 に 法 案拒 否

権 を もつ 副総 督

がいる。

州 も二院制 で,議
院内閣制 。州首相

の上に副総督。

州 は一 院 制 で議

院 内 閣 制 。州 首

相。

連邦議会選挙 下 院 は人 ロに応 じ

て議席配分.直 接選

挙。上院は各州二名

を州 民 に よる直 接

選挙で選 出。

下 院 は人 ロ に応

じて議席配 分,直

接選挙。上院は連

邦 首 相 の 推薦 で

総督が任命。

下 院 は 人 口に 応
じて議席配分,上

院 は 各州12議
席,共 に直接選挙

連邦議会(下 院〉

は小 選 挙 区比 例

代 表 併 用 制 で直
接 選挙。連邦参議

院(上 院)は 州政

府が選出。

憲法改正 への州

の参加

改正 には四 分 の三

の州の賛成が必要。

十州中七州以上

の賛成が必要。

①過半数の州で

過半数の賛成と

②全投票者の過
半数の賛成の両
方が必要

連邦議会および

連邦参議院の三
分の二の賛成が
必要。

*本 表の 作成 に`iEた'・ て,岩 崎 美紀 ∫・,1998.『 分 権 と連 邦制 』 ぎょ うせ い,及 び 阿部 照)1il・畑II薯行 編,lgg8.『ll堺

の憲 法 集(第.版 〉 』 イ1信堂 高 文 社 を参 照 した。

及び ドイ ッの制度 を比較 した もので ある。 ここで挙 げた国で はアメ リカ以外

が議院内閣制 であ るが,ア メ リカが最 も権力分離 の性格が強 く,連 邦 も州 も

二元代表制 で,州 議 会 も二院制 と 「抑制 と均衡」原理が強 く働 く制度 とな っ

て いる。カナ ダ,オ ース トラ リアとアメ リカの制度 を比較す る と,カ ナ ダは

副総督を通 じて連邦 政府が州を コ ン トロールで きることや,憲 法 で列挙 され

ない権限 は連邦 政府 に留保 され るなど,最 も集権的性格 が強 くな ってお り,

オ ース トラ リアはアメ リカとカナダの中間 で,連 邦政府 の権 限はアメ リカ と

同 じ限定列挙型であ るが,や は り副総督が存在 している。 これ らの4力 国の

中で は,憲 法上 は,ア メ リカの制度が最 も大 きな権 限を州政府 に与 えている

ことが明 らかで ある。

19世 紀半 ば まで の初期 アメ リカ連 邦制 の一 っ の特徴 は,権 力分 離(sepa-

rationofpowers)に よ り個人 の権 利が 中央政府 に侵害 され る ことを守 る
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ということだった。『フェデラリス ト』第51論 文は,「アメ リカのような複合

的な共和国にあっては,人 民に委譲された権力は,ま ず二っの異なった政府

に分割され,そ のうえで各政府に分割された権力が,さ らに明確に区別され

た政府各部門に分割される。従って人民の権利に対 しては二重の保障が設け

られているわけである。異なった政府がそれぞれ相手方を抑制 しつつ,同 時

にその各政府が内部的に自分自身を抑制するようになっているわけである9」

と述べている。 しか し南北戦争の経験は,州 や地方政府の権限がともすれば

宗教的,人 種的に不寛容な多数派によって専制的に利用されかねないことを

露呈 した。従ってアメリカ連邦制も次第に初期の連邦と州の 「二重主権論」

的立場を脱 して,特 にニューディール以降,全 国化,集 権化の傾向を強めて

いったが,ニ ューディール期以降の連邦制は,そ れまでの連邦制が 「二重連

邦主義DualFederalism」 と名づけられていたのに対 して,「協力的連邦主

義CooperativeFederalism」 と呼ばれた。大恐慌 を背景に,連 邦政府,州

政府,地 方政府がそれぞれ協力 しあって,社 会福祉や失業対策,イ ンフラ整

備などに取 り組むようになったのである。

図1は,1927年 から1999年 にかけての州,地 方政府の歳入における政府間

補助金の割合(っ まり上位政府に対する財政的依存度)を 示 したものである。

上からそれぞれ,地 方政府の州政府に対する補助金依存度,州 政府の連邦補

助金への依存度,地 方政府の連邦補助金に対する依存度を示 している。1927

年には,州 の連邦補助金依存度は5%,地 方政府の州補助金依存度 も9.4%

に過 ぎなかったが,7年 後の1934年 には州の連邦補助金依存度が27.3%,地

方の州補助金依存度が20.7%と 急増 している。「協力的連邦主義」の進展に

より,財 政的には州から連邦へ,地 方から州へという集権化が急速に進んで

いることを示 している。州政府,地 方政府の連邦補助金に対する財政的依存

度は,第2次 世界大戦終結後の1946年 には州の連邦補助金依存度が9.4%,

地方の連邦補助金依存度が0.1%と 激減する一方で,地 方政府の州政府に対

する依存度は1934年 に20%を 超えてから一貫 してほぼ増えつづけている。 こ

れは連邦政府の地方政治や州政治への財政的コミットメントは時期に応 じて
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図1歳 入における政府間補助金の割合(%)1927-99
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上 か ら 順 に,州 → 地 方,連 邦 → 州,連 邦 → 地 方 の 政 府 間 補 助 金 を 示 し て い る 。
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変化 があるが,地 方政府 は一貫 して州政府 に財政的 に一定 の割合で依存 しっ

づけているとい うことを示 してい る。ニ ューデ ィール以降で,州 の連邦補助

金依存度 が20%を 超 え るのは,1965年 の ジ ョンソ ン大統領 の時 である。 ジョ

ンソンは貧 困,福 祉,犯 罪,差 別撤廃,教 育,都 市再開発 など幅広 い社会問

題 に連邦政府が直接介入 して取 り組む 「偉大 なる社会」プ ログラムを実施 し,

ジ ョンソ ン在 職5年 間 に200以 上 の連 邦補助 金が新設 され た10。 州政 府 を介

してではな く連邦政 府が直接 に様々 な種類の地方政府 に補助金 を与 え,新 し

い政策の実現 をはか った ことか ら 「創造 的連邦主義CreativeFederalism」

と呼ばれたが,図1の デー タで見 ると,地 方政府 の州政府 に対 する財政 的依

存 度が ピークの32.5%に 達 したのが,ジ ョンソン政権期 の1965年 で あ り,連

邦 の地 方への直接 関与が増えて も,必 ず しも地方政府 の州政府 に対す る財政

的自律 性が高ま ったわけで はなか った。8年 ぶ りの共和党政権を担 った リチ ャー

ド ・ニクソ ンは,「 新連邦主義NewFederalism」 と呼 ばれ る一連 の改革 に
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着手 し,連 邦 一州 一地方 関係 を根本的 に見直 した。 ニクソ ンの 「新連邦主義」

は,煩 雑化 ・断片化 して いた連邦補助金 プログ ラムを整理統合 し,簡 素化,

効 率 化 を図 ろ うと した もので あ り,「 一 般 歳 入 分与 プ ロ グ ラムgeneral

revenuesharingprogram」 に よ り州 ・地方政府 の裁量権 を拡大 して,一

般財源を補助す るとともに,ジ ョンソ ン期 の 「偉大 な る社会」 プ ログラムで

乱発 された用途限定型の補助金で あるカテゴ リカル ・グラン トを,州 や地方

の裁量 の余地 を拡大 したブロ ック ・グラン ト(一 括補助金)へ と統合 してい っ

た。 しか し図1を 見 ると,ニ クソ ン在職時 の1969～74年 に かけて,州 や地方

政府の上位政府 に対す る財政的依存度 に大 きな変化 は見 られず,む しろ依存

度 が増 加 してい る。州の連邦補助金へ の依存度が20%以 下 にまで減少 し,微

減 傾向を維持 して いたの は,1981～91年 の レーガ ン ・ブッシュ政権期 である

ことが グラフか ら読み取れ る。財政赤字 と貿易赤字 とい ういわゆる 「双子 の

赤 字」 に苦 しめ られて いた レーガ ン政権 はニクソ ン政権 と同 じく 「新連邦主

義 」を政策 目標 と して掲 げて,同 じくブロ ック ・グ ラン トなどの手法 を用 い

たが,レ ーガ ン 「新連邦主義」 はニクソ ン 「新連邦主義」 のよ うな政府 間関

係 の効 率化 と州 ・地方政府の 自律性 の向上 を目標 とした とい うよ りも,連 邦

政 府の州 ・地方 政治への コ ミッ トメ ン トを減 らす ことで財政負担 を軽減 しよ

うとした もので あり,歳 入分与制度 には反対 であ り,廃 止す ることとなった。

そのよ うな連邦 政府 の州 ・地方政策か らの 「撤退」 が図1の グ ラフに見 るよ

うに数 字の上 で もはっきりと した効果がでて いる といえるだろ う。 こうした

レー ガ ン新 連 邦 主 義 と共 通 す る立 場 にた っ て,い わ ゆ る 「分 権 革 命

devolutionrevolution」 を 推進 したのが,1994年 選 挙 で上 下両院 の過半数

を制 した,共 和 党 ・ニ ュー ト ・ギ ング リッチ(NewtGingrich)指 導 の第

104議 会 で ある11。 連邦 一州 一地方 とい う政府 間関係論 の立場 か ら見 て,第

104議 会 の最大 の成果 は,「1995年 無 財源 マ ンデイ ト(unfundedmandate)

改 革法 」 と 「1996年 福 祉改革法」の成立で ある。前者 は連邦政府が州 や地方

に対 して充分な財政的裏づ けをす ることな く,事 務執行命 じる 「無財源 マ ン

デイ ト」の防止 を図 った立法で あり,1980年 代 の規制緩和 ・ 「新連邦主義」
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の 時代 に も関わ らず増加傾 向 にあ った,無 財源 マ ンデイ トに歯止 めをかけよ

うと した もので あ った12。 後者 の1996年 福 祉改革法 につ いて は後 述す るが,

1996年 の一般教書演説 で,ク リン トン大統領が 「大 きな政府 の時代 は終 わ っ

た」 と述 べたよ うに,民 主党 政権 といえ ども,ニ ューデ ィール以来 の連邦政

府 の社会政策 や州 ・地方政治 への コ ミッ トメ ン トを縮少 させ てゆ くことを象

徴 的に示 す一 っの画期 とな った。

3.ア メ リカ連 邦制の諸側面 一司法 と財政 一

こうしたアメ リカ連邦制と分権の問題を考える場合,大 きく分けて二っの

捉え方がある。一っは,司 法か ら連邦制を考えることで,こ れを司法連邦制

(JudicialFederalism)と 呼ぶ。 アメリカの裁判制度は当初,各 植民地が第

一審を,控 訴審 は植民地議会が裁判 し,1789年 にはじめて連邦裁判所が設置

されたあとも州裁判所がほとんどの事件を審査する管轄権をもっていた。現

在 は連邦,州 ともに三審制の裁判制度をもっ二重裁判所制度 となっている。

合衆国憲法第3条 によると,連 邦最高裁は,① 連邦と州の間の事件ないし争

訟,②2っ 又はそれ以上の州の間の事件ないし争訟,③ 外国の大使その他の

外交使節および領事 に関わる場合,④1州 と他の州の市民または外国の市民

の間,も しくは1州 と外国の間の場合に第一次管轄権をもっことになってお

り,憲 法第1条 第8節 の連邦議会の権限に見 られる 「連邦政府」の管轄領域

に対応している。また連邦最高裁は,司 法審査権をもっている。 これは,連

邦議会が制定した法律,大 統領の行政命令,州 議会が制定 した州憲法や州法

がアメリカ合衆国憲法に違反 しないかどうかを判断する連邦裁判所の権限で

ある。 日本国憲法では,第 八十一条で 「最高裁判所は,一 切の法律,命 令,

規則又は処分が憲法に適合するか しないかを決定する権限を有する終審裁判

所である」 と明記 しているが,合 衆国憲法では明文の規定がなく,1803年 の

「マーベ リ対マディソン事件(Mαrburyv.-Mαdison,5U.S.137)」 判決で

確立された。 この司法審査権を挺子として,司 法が積極的に社会的 ・政治的

判断を行なっていくことを司法積極主義と呼ぶ。司法審査制の焦点は,19世
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紀のいわゆる二重連邦主義の時代は連邦権 と州権の範囲をめぐる係争にあっ

たが,1930年 代のニューディール時代以降,行 政国家化が進行 し,連 邦政府

が経済的 ・社会的規制を強めると,政 府の経済 ・社会規制の合憲性が争われ,

さらに1950～60年 代になると公民権など市民的自由の問題が中心的争点 となっ

た。

2000年 のブッシュ対ゴアの大統領選挙では,連 邦最高裁が,フ ロリダ州最

高裁が命 じた手作業による再集計のやり方が,「 法の平等の保護」を保障 し

た合衆国憲法第14修 正に違反するという判断を下 して決着がっいたが,州 法

の判断は州の司法に任せるという最近の新司法連邦主義に反するようなこの

連邦最高裁の判断は,政 治的であるという批判 も受 けた13。いずれにしても

司法や司法判断が連邦制を大きく規定する要因となっているのが一っの特徴

である。

連邦制を考えるもう一っの視点は連邦一州一地方の財政関係 に注目するこ

とである。アメリカの連邦制は財政の点でもかなり分権化 している。連邦政

府 は所得税を主な財源とし,防 衛,外 交 といった純粋公共財の提供や公的扶

助,医 療,年 金などの所得の再配分,さ らには財政 ・金融政策を通 じた経済

安定化機能を果たしている。州政府は,消 費税を主な財源とし,教 育や福祉,

道路整備,経 済開発などの地方公共財の資源配分を行なっている。 さらに地

方政府は,固 定資産税を主な財源として,消 防,清 掃処理,警 察,地 域開発

などを行なっている14。このように収入の点でも支出の点でも役割分担が進

んでいるのがアメ リカ連邦制の大 きな特徴であ り,財 政連邦主義(Fiscal

Federalism)と 呼ばれるが,低 所得者に対する医療保険であるメディケイ

ドのように,連 邦が大部分を財政的に負担 し,州 政府が管理 ・運営するプロ

グラムも存在 しているので,理 念的な財政連邦主義 と実態はかなり異なって

いる。1981年 から91年の レーガン・ブッシュ時代は州 ・地方政府に対する連

邦補助金は,連 邦総支出の10%程 度に抑えられていたが,そ れ以外の時代は

15%程 度を占めており,補 助金総額 も増額傾向にある。連邦から州 ・地方政

府に対する補助のパターンとしては,① 使用用途を連邦が厳 しく限定するカ
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テ ゴ リカル ・グラン ト,② ニ クソ ンの 「新連邦主義」 の時代 に導入 された,

よ り裁 量権 の強い ブロ ック ・グラ ン トや,③ 連邦 の所得税 の一部 を共有 しっ

つ,そ れを コ ミュニ ティ開発 などに当て る歳入分与制度 などがあ り,歳 入分

与制度 は特 に州 ・地 方か ら歓 迎 され たが,レ ーガ ン ・ブ ッシュ期 にほぼ廃止

された。 またあ とで述べ るAFDCの よ うな連邦 ・州共管型 のプ ログラム も96

年 に廃止 され,生 活保護な どの福祉行政 もか な りの部分 が連邦 か ら州 へ と移

管 され るように なって きた。権限委譲 と財政能力 のバ ランス,そ して州 間,

地 方間の公共サ ー ビス格差の問題 などが財政連邦制 を考 える場合 の大 きな鍵

となってい る。

4.ア メ リ力連邦制の功罪 とその評価

以上のような財政と司法に特に着目しなが らアメリカ連邦制の長所,短 所

を考えて見るとどのように評価できるだろうか。現代のアメ リカ連邦制を評

価する場合,以 下の三っの視点が有効であると考えられる。 まず 「連邦制の

原理」であるが,近 年問題になるケースで人種統合教育の例を考えてみよう。

1990年 の 「ミズーリ対 ジェンキンズ」事件において,連 邦地裁 は,ミ ズー

リ州カンザス ・シティの全中,高 等学校と小学校の半数に50億 ドルから70億

ドルかかるマグネットスクールの建設を,人 種統合を目的として命ずる判決

を出した'5。カンザス ・シティ学校区はこのコス トを支払 うために,固 定資

産税を25%増 税 しなければならない計算 となった。マーサ ・ダーシックは,

公選でない連邦判事が,地 方税に大幅な引き上げにっながるような判決を地

方政府に押 し付けるのは連邦制の原理に反すると問題視 している16。前述の

ように初期連邦制においては,州 や地方権力の自治の擁護が事実上,人 種差

別存続の道具として機能 した。従 って,『 ミズーリ対 ジェンキ ンズ』事件 に

おける地方の代表制と連邦最高裁の衝突 も,「分権」 という観点に立っと批

判すべきだが,「 分権的」な連邦制が,事 実上,人 種差別や地方におけるエ

リー ト支配,ビ ジネス中心主義に有利に働いていたことを考えると,ア メリ

カが真の 「共和国」 となるためには連邦政府が人種差別撤廃策として積極的
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に地方政治に介入するのはやむをえない面 もあろう。 このケースで明らかな

のは,過 度の分権が社会経済的不平等や公共サー ビスの不均等配分にっなが

るということである。 この場合の連邦判事の役割 はいってみれば,『 フェデ

ラリス ト』で想定 していた 「対抗力」であると見 るべきかもしれない。

連邦制の原理か ら考えると以上のような論点があるが,「 連邦制の政治経

済学」ともいえる側面に注目すると,次 のようなことが考えられる。ポール ・

ピーターソンは,機 能主義的な立場からアメ リカ連邦制を捉えている。 ピー

ターソンによれば,政 策は,開 発,再 分配,配 分の三つに分類される。開発

政策は高速道路整備など地方財政のインフラを整備 し,地 方経済にプラスに

働 くもので,地 方財政能力よりもマーケットの需要に影響 される政策である

のに対 して,再 分配政策は,福 祉,生 活保護など低所得層などに資源を再配

分する政策であり,財 政負担になる政策であるため,財 政力の低い自治体で

は供給水準が低 くなる政策である。最後に配分政策は警察,消 防,清 掃など

自治体の行政事務のうち財政的,経 済的に中立な政策である'7。このように

分類 した上で,ピ ーターソンは,地 方政府は,市 場と選挙の二っの要因に作

用されるので,経 済開発政策が一番適 している。その反面,福 祉などの再分

配政策は,受 給水準が低い自治体の住民が受給水準の高い自治体へと移住す

るという 「福祉マグネットwelfaremagnet」 となることを避 けるたあ,各

自治体が福祉給付を抑えようとする 「低水準競争」になりがちなので,向 い

ていないという18。こうした 「政治経済学的」見地に立てば先ほどの 「ミズー

リ対 ジェンキンズ事件」 も 「共和主義」の原則に反するか ら望ましくないと

いうことではな く,連 邦政府が,「 政治経済学的に見て」実行可能性が低い

あるいは困難な政策を地方政府に要求 している点で不合理であるということ

になる。このような視座は,連 邦制の効率性や応答性 といったものを評価す

る軸を提供 して くれる反面,連 邦制を一種の市場 アナロジーで捉え,規 範的

意味に十分な考慮を払わない点で問題が残る。

最後に連邦制の社会的機能に着目してみたい。連邦制は公共問題や道徳的 ・

倫理的価値観などにも大きな影響を与えている。例えば人種統合教育の問題
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や人工妊娠中絶の問題などについて言えば,そ れぞれ1954年 及び1955年 の

「ブラウン対 トピーカ市教育委員会判決(347US.483及 び349US.294)」

や1973年 の 「ロウ対 ウェイ ド判決(410U.S.113)」 などの連邦最高裁の判

断は,州 や地方の伝統的価値観と大きく抵触するものだ った。 しかし連邦最

高裁の判断も,そ の執行 レベルでの拘束力は必ず しも強 くない。連邦制は,

政策の実施や執行の大部分が州や地方で行なわれるシステムである。実際,

人種統合教育も最高裁の命令にもかかわ らず,地 方政府の抵抗や,人 種的住

み分けにより思 ったような成果があげ られなか った。1950年 代に学校での

「礼拝」は違憲だという判決がでても南部の多 くの学校で引き続 き礼拝が行

なわれている。 また人工妊娠中絶 も 「ロウ対ウェイ ド」判決にも関わらず,

州によって中絶の可否は異なっている'9。このように社会やモラルに関す る

判断や政策 も連邦制を通 じて複雑化 していくと見 ることができる。連邦制は,

単なる政府権限の法的分割で もなければ,単 なる代表 システムでもない。そ

れは財政や選挙などの問題だけでなく,経 済生活や社会的価値観にまで影響

する大 きな社会 システムである。このような見地から考察することも前述の,

原理的,政 治経済的見地か らの考察に加えて必要であろう。

5.分 権改革の展開

一 「1996年 福祉改革法」以降の変化 とブ ッシュ政権 一

最後に以上のような理論的見地を踏まえなが ら,ア メ リカの分権改革の現

状について,特 に福祉改革の展開にっいて見てみたい20。アメ リカでは,

AFDC(要 扶養児童家庭扶助)と 呼ばれる母子家庭生活補助金が連邦政府最

大の福祉プログラムとして存在 していたが,当 初は1911年 にイ リノイ州とミ

ズーリ州で,第 一次大戦における戦争未亡人の生活保護として始まったため,

社会的に同情的なコンセンサスが存在 していた。 しかし近年 はシングル ・マ

ザーの補助金となってお り,十 代に妊娠 して未婚の母 となった女性が主な受

給者となり,制 度そのものが非婚 と福祉への依存を助長 しているという批判

が高まっていた。子供が増えると受給額が増え,同 居男性がいると受給資格
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を失 うというAFDCの 規 定その ものが,結 婚せず に子供 を次 々 と産 むよ うな

行動 にっ なが って いる と批判 されていたので ある。AFDCは,①1989-94年

の5年 間で も受給者が29%,70-93年 の長期 では163%も 増 加 して いたこと,

② 受給者 の約半数が5年 以上 の長期受給 者で あったこと,③AFDC受 給 者 の

約半数 はまった く結婚経験が な く,24歳 以 下 の健康 な女性 であ った こと,④

受給家庭で育 った子供が また受給者 となる 「福祉 の継承」傾 向があ った こと

などの理 由か ら保守,リ ベ ラル,共 和党,民 主党 とい った違 いを超 えて問題

視 され るようにな って いた。 そのよ うな 「超党派」 的な批判 の声を背景 とし

て,1996年8月 にク リン トン大統領 は,AFDCを 廃 止 し,代 わ りに 「貧 困家

庭へ の一 時的扶助TANF」 を導 入す る 「1996年 福 祉改革法(個 人責任 ・就

労機会調停法PRWOR)」 に署名 し,成 立 させた。

表2全 米に お けるAFDC/TANF受 給 者 数の 変化(1940-2000)

1940 1950 1960 1970 1980 1990 1994 1996 2000

受 給者数(イ 人) 1,222 2,233 3,073 7,429 1q497 11,460 14,226 12,649 5,781

総人口における

AFDCπANF受 給

者の割合(%)

0.9 1.5 17 3.7 4.6 4.6 5.5 4.8 2.0

受給 者の平均 家族

人数(一 家族11iり)

33 3.4 3.8 3.9 2.9 2.8 2.8 2.8 26

Sou「ce:Wmston,Pamela.2002.VVelfarepolic .vmaking`πtheStαtes:7・hel)ev乙lmDevotution

Washington,DCGeorgeしownUnlversltyPressp230

表2は,全 米 におけるAFDC/TANF受 給 者 数の変化を示 している。特 に1

960年 以 降,受 給 者数 は急増傾 向 にあ り,1994年 に は ピー クの1422万 人 に達

し,ア メ リカ総人 口中,5.5%がAFDC/TANF受 給 者 とな ったが,AFDCが

廃 止 されて,受 給者数 は急減 し,4年 後 の2000年 に は1996年 の54%減 の5781

人 と なった。AFDCは 受 給者の増加 に応 じて,連 邦補助金 が増 え る,上 限な

しのカ テ ゴ リカル ・グラ ン トだ ったが,TANFは 上 限 っ きのブ ロ ック ・グ

ラ ン トになった。 この結果,各 州政府 は,福 祉政 策の大転 換を図 ったのが こ

の減少 の大 きな要因で ある。

表3は,96年 の福祉改革法成立 時のAFDC受 給 者数 と最新 デー タであ る,

2002年6月 のTANF受 給 者数 を比較 した ものであ る。AFDC時 代 に は,例 え
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表3各 州に お けるAFDC/TANF受 給者数

州 1996年8月 2002年6月 変化(%)

ア ラバマ 100,662 41,019 一59%

アラ スカ 35,544 18,045 一49%

ア リゾナ 169,442 95,273 一44%

ア ー カ ン ソー 56,343 26,606 一53%

カ リフォルニァ 2.581948 1,154,720
一55%

コロラ ド 95,788 32,138 一66%

、

コ不テ ィカ ッ ト 159,246 49β16 一69%

デラ ウェア 23,654 12,238 一48%

ワシン トンr)C 69,292 41988 一39%

フ ロ リダ 533,801 118,861 一78%

ジ ヨー ジ ア 330,302 126,568 一・62%

ハ ワイ 66,482 28,988 一56%

馳

アイダホ 21780 2,289 一89%

イ リノイ 642,644 123,092 一81%

イ ンデ ィアナ 142,604 140,989
一1%

アイオ ワ 86,146 52,447
一39%

カンザ ス 63,783 35,870 一44%

ケ ン タ ッキ ー 172,193 75,582 一56%

ルイジアナ 228,115 57,003 一75%

メイン 53,873 26,540 一51%

メ リー ラン ド 194,127 62,297
一68%

マサチューセ ッッ 226,030 105,031 一54%

ミシガン 502β54 192,354 一62%

、

ミ不 ソタ 169,744 95,198 一44%

ミシ シ ッ ピー 123β28 39β87
一68%

ミズ ー リ 222,820 114,848 一48%

モン タナ 29,130 16,722 一43%

ネブラスカ 38,592 25,738 一33%

「 馳

不バダ 34,261 28,655 一16%

ニ ユ ー ハ ン プ シ ヤ ー 22,937 14,581 一36%

、 ■■-■L

ニ ュー ンヤ ー ン ー 275,637 99,600 一64%

ニ ュ ー一メキ シ コ 99,661 44,717 一55%

ニ ユ ー ヨー ク 1,143,962 363β44 一68%

ノー スカ ロライナ 267β26 86,533
一68%

ノー ス ダ コ ク 13,146 8,373 一36%

オハイオ 549β12 184,813 一66%

オ クラホマ 96,201 35,689 一63%

オ レゴン 78,419 40,950 一48%

ペン シルベニア 5311059 2〔}4,912
一61%

ロー ドアイラン ド 151ρ23 37,802
一75%

サ ウスカ ロライナ 114273 46,574
一59%

馳

サ ウスダコタ 15β96 6,450 一59%

..、

7一不シ ー 254,818 164,680 一35%

テキサ ス 649,018 322,779 一5D%

ユ タ 39,073 19,346 一50%

ヴ ァー モ ン ト 24β31 13,199 一46%

ヴァージニア 152β45 67,012 一56%

ワシン トン 268,927 132,435 ・-51%

ウェ ス トヴァージニア 89,039 39,383 一56%

ウィス コンシン 148,888 45,803 一69%

ワイオ ミン グ 11,398 790 一93%

全米総計 12241,489 5,008,034 一59%

Source=TheAdministrationfbrChildandFamilies,U.S.Department

ofHealthandHumanServices(http;〃www.acf.dhhs.gov〆news/stats/

aug・dec,htm&http:〃www.ac£dhhs.govlnews/stats/percent_2002_rev.

htmaccessed2003.1,7)
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ば前述 の 「福祉マ グネ ット」の典型 と して,1994年 の夏 に ウィス コンシン州

の ミル ウォーキー カウ ンテ ィで は,受 給水準が よ り低 か った隣接 のイ リノイ

州 か らの新住民 が増 え,約20%AFDC受 給 者 が増 加 した21。 その ウィスコ ン

シン州 で も1996年8月 時点で は,約14万9千 人 の受給者が いたのが,2002年

6月 には約4万6千 人 と約69%減 少 して いる。減少率 は州 の間 で大 きな相違

があ り,最 大が ワイオ ミングの一93%,最 小 が イ ンディアナの一1%で ある。

これは受給 資格 や就労要 件を厳 しくした州 とそ うで ない州 の格差が拡大 して

いる ことによ る。 カ リフォルニ アや ニューヨークは受給者 の人数 もそれ ぞれ

258万,114万 と大 きく,ま た受給額 も高か ったため,福 祉か らの離脱が難 し

い面 もあ ると思 われ たが,TANF導 入 か ら6年 で それぞ れ 一55%,-68%

と大 幅な削減 を達成 してい る。 しか しアーバ ン ・イ ンステ ィチュー トの報告

によれば,福 祉 を離 れた人々の多 くは就労 して いるが,貧 困 ライ ンか最低賃

金労働 に しか就労 で きない とい う22。

表4前 年度にAFDC/TANF受 給者であった人の就労状況(1996-2000)

1996 1997 1998 1999 2000

就労

失業(求 職活動中〉

非労働力(求 職活動せず)

24.9%

12.9%

62.1%

29.8%

13.0%

57.2%

32.1%

14.2%

53.7%

33.4%

12.6%

53.9%

26.4%

492%

24.3%

Source:ヱ セητporαπソAssistαnceforNeedv」pamitie.sProgrαm.ThirdAnnuαlRepor亡 ωCongres.srAugus亡2000り,P72

(http://www.acf,dhhsgov/programs/opre/annual3pdf,p72)&2001TANFAnnualReport亡oCongressrApril2002Y,

p,X-50(http//www.acfdhhsgov/programs/opre/ar2001/chapter10pdf,p,50}accessed2003.L7

表2,表3で 見 たように,福 祉受給者数 を減少 させ るとい う観点 に立 てば,

「1996年 福 祉改革 法」 は大 きな成果 を上 げた といえ るが,受 給者数 を減 ら し

て も彼 らが就労で きな ければ問題 は全 く解決 されて いな いこ とにな る23。表

4は 前年度 にAFDCま た はTANFを 受 給 していた人 々が次年 度 に就労 してい

るか否か を示 した もので ある。1996年 時点 では就労 者 はわずか に約25%に 過

ぎなか ったが,1999年 に は33.4%と 依 然低 い水準 なが ら改善 されて きている。

しか し2000年 に は再 び26.4%と 減 少 してい る。1999年 ま では受給経験者 の う

ち,仕 事 にっ いて いない上 に求職活動 もしていない人々が50%を 超 えていた

が,2000年 に は24.3%と 半 減 し,就 労 はで きて いな いが,求 職活動 は行 な う
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よ うにな ってい る。 この点 で は就労意欲を高 める ことを目的と した,1996年

法 の効 果が徐 々に上 が りっっあ ると見 ること もできるだろ う。

TANFは,か ってのAFDCの よ うに,福 祉が連邦政府 のエ ンタイ トルメ ン

ト(受 給 資格)で あ ることを終わ らせ,州 政府 の責任へ と戻 し,ま た就労 を

前 提 とす るこ とで 「ライフス タイル と しての福祉依存」 を否定 した24。 ピー

ターソンの機能 主義 的見地 に立っ と福祉 は州 ・地方政府 に適 してない政策 で

あ り,マ グネッ トにな らな いたあに切下 げ競争 が始 ま りかねない と懸 念 され

る。 しか し仮 に連邦 政府が福祉給付水準 についてのナ ショナル ・ミニマ ムを

設 定 した として も,各 州の実施 レベルで徹底 しない こともあ りうる。 連邦 政

府の過重負担を軽 くす るため の分権改革 は今度 も進 んでい くと考 え られ,そ

れ は ブ ッ シュ政 権 下 で促 進 さ れ て い くこ と にな るだ ろ うが,も と も と

decentralizedで 市 場競争型 のア メ リカ連邦制 でのdevolutionは,裏 づけ とな

る財源を伴わな い限 り,州 間,都 市間格差 をよ り拡大 させてい くことにな る

と考え られ る。政治や経済の国際化,全 国化 の傾 向を前 提 とす るとそ う した

「孤立型 分権」 よ りも,か っての歳入分与 システムのよ うに連邦 一州 の共 管

型のプ ログラムを増や し,政 策 目標 を異 なる レベルの政 府が協同 しなが ら実

現 してい くことや,NPOな ど の民 間 アク ター も含 めた協同型 政策 システ ム

を作 り上 げて い くことが肝要か と思 われる。分権 には連 邦か ら州へ,州 か ら

地方へ,最 後 に地方か ら民 間へ とい う三 段階 ある とされて いるが25,こ れ ら

の段階 は必ず しも序列的 な ものではな く,同 時並行で進 む もの もあ るだ ろう

し,第3段 階 まで達す ることが必 ず しも望 ま しいとは言 えないだろう。今回,

紹 介 した福祉改革や人種統合 の問題 は,ア メ リカ社 会 にお ける分権改革が 日

本 の分権改革 と違 って,必 ず しも大筋 で望 ま しい もの とは言え ないことを示

して いる。政府間関係 を政治過程 と捉 え,ネ ゴシエー シ ョンの中で どの よ う

に公共 目的 を実現 してい くのかケース ごとに考 えてい くことが より重要で あ

り,総 論 と して の分権改革 の当否 を論 じることにあま り意味 はないのか もし

れ ない。

2001年9月11日 の 同時多発 テ ロ事件 とその後の炭疽菌事件,対 アフガニス
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タ ン 「報復」戦争 とタ リバ ン政権倒壊 を経 て,ア メ リカ国民が再 び内政 に も

関心 を向 け始 めるよ うにな るとともに ブッシュ政権 も当選時 の公約 の一つで

あった教育改革 に尽力 し始 め,2002年1月 に は,小 学3年 生か ら中学2年 生

までの生徒 を毎年学 力 テス トす る ことを連 邦政府 が義務 付 け る,い わゆ る

「落 ち こ ぼれ 防 止 法(NoChildLeftBehindAct)」 に 署 名 して い る

(VVαshingtonPost,March3,2002)。 一 方,1996年 福 祉 改革 法 に関 して

は,ブ ッシュ大統領 は,「 健 全な結婚」 を推進す るための教育,カ ウ ンセ リ

ング,調 査費用 と して3億 ドルを州 や地方政 府 に助成す る一方で,福 祉受給

者 の就労義務 規定 を強化 す るとと もに(週30時 間 か ら40時 間 へ),96年 法 で

禁 じられ た合 法 移 民 の福 祉 受 給 を引 き続 き禁 止 す る方 針 を示 して い る

(VVαshingtonPost,February26,2002)。 このよ うに連邦政府 の社 会政策

への コ ミッ トメ ン トに関す るブ ッシュ政権 のス タ ンスは一様で はないが,テ

ロ対策の経費調達や経済対策,連 邦予算 の70%を 占め る社会保障経費を考慮

す ると,必 ず しも 「政治的」分権 を伴 わな くて も,州 に財政負担を転化 しよ

うとす る誘因 は常 に存在 している といえ る。 本稿 で検討 して きたような連邦

制の ロ ジックか ら,ブ ッシュ政権 と分権改革 の動 向を今後 も注視 して い く必

要が あると思われ る。
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